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１ 高松市の状況

◆高齢者数、高齢者率の推移

・H29年、高齢化率は26.9％で、市民の4人に1人が65歳以上である。

・将来人口については、今後、緩やかに減少すると推計されている。

・2019(平成31)年には、前期高齢者と後期高齢者の人口が逆転すると推計されている。

・団塊の世代が全て75歳となる2025年には高齢化率が28.3%

団塊ジュニア世代が全て65歳となる2040年には30.9%と推計されている。

総人口は減少

前期高齢者と後期高齢者の人口が逆転

2017年

高齢者人口・
高齢化率は増加

出典：第7期高松市高齢者保健福祉計画

※ 住民基本台帳（各年10月1日）
※ 将来人口は、性別・1歳別コーホート変化率法による推計
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１ 高松市の状況

◆要介護認定者数、要介護認定率の推移 (65歳以上)
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・認定者数、認定率ともに、今後も右肩上がりである。

・全認定者のうち、軽度者(要支援1・2、要介護1)の割合が高くなっている。

2017年

H29（2017）から
認定者数 1,536人➚
認定率 0.8％➚

H29（2017）から
認定者数 4,622人➚
認定率 3.2％➚出典：第7期高松市高齢者保健福祉計画

※ H27～29については、介護保険事業状況報告月報（各年9月末）
※ H30以降については、要介護度別・性別・年齢構成区分別の出現率法による推計



１ 高松市の状況

◆認知症高齢者の推移
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・高齢者数、認定者数の増加とともに、認知症高齢者も増加する見込みである。

2017年

H29（2017）から
認知症高齢者数

938人➚

H29（2017）から
認知症高齢者数

2,806人➚

要介護（要支援）
認定者のうち、認
知症高齢者の日常
生活自立度Ⅱ以上
の高齢者の割合

出典：第7期高松市高齢者保健福祉計画

※ H27～29については、介護保険事業状況報告月報（各年9月末）
※ H30以降については、要介護度別・性別・年齢構成区分別の出現率法による推計

http://2.bp.blogspot.com/-OHlJ2JXtZwc/UrEgEeHQdlI/AAAAAAAAb3I/F05u4uBRB5I/s800/roujin_haikai_woman.png


１ 高松市の状況

◆介護給付費の推移

・高齢者数、認定者数、認知症高齢者数の増加に伴い、介護保険給付費についても増加するもの

と見込まれている。

H27 (2015) H28 (2016) H29 (2017) H30 (2018) H31 (2019) H32 (2020) H37 (2025)

6期計画値 34,171,130 35,100,488 36,134,219 未設定 未設定 42,801,756 49,277,829

実績・7期計画値 34,495,784 34,806,894 35,437,234 37,354,204 39,150,372 40,874,485 47,340,326 4



２ 新しい総合事業とは…

◆新しい総合事業の構成
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介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合は、
上記の他、生活支援サービスを含む要支援者
向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業務

権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

全市町村で
実施

＜ 改正前 ＞ ＜ 改正後 ＞介護保険制度



２ 新しい総合事業とは…
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２ 新しい総合事業とは…

◆本市における新しい総合事業実施の考え方
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従前相当サービスの提供

・現在の利用者に混乱を生じさせ

ないよう、総合事業においても、

必要に応じて従前相当サービス

を提供できるよう配慮し、円滑な

移行（予防給付→総合事業）に

努める

・専門的な身体介護を含むサービ

スは、引き続き、介護職が行う

緩和した基準のサービスの提供

・掃除等の生活支援サービス、時

間を短縮したミニデイサービス

等は、多様な担い手の参画を進

める

・専門的な身体介護を含まない、

掃除等の生活支援サービスの利

用者は、緩和した基準のサービ

スへ移行する

住民主体によるサービス

・第２層協議体における地域の課

題解決に向けた協議を通じ、支

え合いの地域づくりの中核とな

る、住民主体サービスの提供体

制を構築する

・高齢者をはじめ、住民等が参画

するサービスを推進する

●平成28年10月（事業開始時）の方向性

・高齢者が要支援・要介護状態になることをできるだけ予防するとともに、高齢者自身の力を

活かした自立に向けた支援を行う。

・高齢者が住み慣れた地域の中で、人とつながり、生き生きと暮らしていくことができる、多様

で柔軟な生活支援が受けられる地域づくりを行う。



従前の予防相当 多様なサービス

サービス
種 別

① 従前相当サービス ② 通所型サービスＡ
(緩和した基準によるサービス)

③ 通所型サービスＢ
(住民主体による支援)

④ 通所型サービスＣ
(短期集中予防サービス)

サービス
内容等

現行の通所介護と同様 ミニデイサービス等 自主的な通いの場
生活機能改善
（6か月間）

実施方法 事業者指定 事業者指定 補助 事業者指定

２ 新しい総合事業とは…

◆高松市で実施している新しい総合事業のメニュー
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従前の予防相当 多様なサービス

サービス
種 別

① 従前相当サービス ② 訪問型サービスＡ
(緩和した基準によるサービス)

③ 訪問型サービスＢ
(住民主体による支援)

④ 訪問型サービスＣ
(短期集中予防サービス)

サービス
内容等

●身体介護
入浴介助など － －

専門職による居宅での相談指導等

●閉じこもりに
対する支援

●必要に応じ、
口腔機能向上、
栄養改善指導

（6か月間）

●手すり設置
等の相談

●自主トレー
ニング提案

（6か月間）

●生活援助
掃除、洗濯、買い物など

●生活援助
掃除、洗濯、買い物など

●生活援助
掃除、洗濯、買い物など

－ －
●生活援助

草抜き、ゴミ出しなど

実施方法 事業者指定 事業者指定 補助
直接実施

委託
委託

通所型Ｃと併用

●訪問型サービス

●通所型サービス



＜事業所数＞ ＜利用件数＞

介護予防から総合事業へ移行

３ 新しい総合事業の実施状況
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＜事業所数＞ ＜利用件数＞

介護予防から総合事業へ移行

●訪問型サービス

●通所型サービス



本市の総合事業の事業費は、今後、国が定める上限額を、継続的に超過する見込みである

３ 新しい総合事業の実施状況

◆事業費の推移
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介護予防から総合事業へ移行



３ 新しい総合事業の実施状況
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・サービスＡは、ヘルパー等の有資格者が行っても、無資格者が行っても同じ報酬であるため、

ヘルパーの人件費を下げざるを得なくなる

・従前相当サービスとサービスＡの両方があると、事業所も利用者も従前相当サービスを選択する

・従前相当サービスとサービスＡの明確な線引きが必要ではないか

・人員確保が難しい

＜訪問型サービス＞（抜粋）

◆事業所への聞き取り調査 （Ｈ30.8 訪問型サービス14事業所、通所型サービス19事業所）

・従前相当サービスとサービスＡの両方があると、事業所も利用者も従前相当サービスを選択する

・従前相当サービスとサービスＡの両方を行うとすると、サービスＡは半日程度であるため、送迎

対応が難しい

・従前相当サービスにも半日程度で行っている事業所もあり、従前相当サービスとサービスＡの違

いが分かりにくい

・人員確保が難しい

＜通所型サービス＞（抜粋）

●サービスAの利用が増加しない現状についての意見



◆本市の総合事業において上限額を超過した要因

○予防給付から総合事業への移行当初から、サービスＡに参入している事業所数が少ないこと

に加え、引き続き、従前相当サービスを利用するケースがほとんどであったため、単価の高い

従前相当サービスの利用に偏っている ⇒ 事業費が抑制されていない

○ケアマネジメントの際の、従前相当サービス・サービスＡ等の利用対象者の状態像の目安が

曖昧である ⇒ サービスＡが選択されにくい

項目 該当市 内訳

上限額を超過しない 29市

上限額を超過する又は
超過する見込み

21市 平成29年度分から超過 2市 八戸市、柏市

平成30年度分のみ超過見込 1市 函館市

平成30年度分から超過 11市
秋田市、富山市、金沢市、豊中市、高槻市、西宮市、
松江市、高知市、佐世保市、鹿児島市、高松市

平成31年度分から超過 6市
いわき市、船橋市、岡崎市、八尾市、東大阪市、
姫路市

平成32年度分から超過 1市 宮崎市

３ 新しい総合事業の実施状況
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●従前相当サービスの事業費抑制のための対策（抜粋）

・従前相当サービスの単価設定を、１月当たりの包括単価から、１回当たりの単価に変更

・従前相当サービスの利用を希望する利用者に対して、従前相当サービス利用者の状態像の目安を提示して意識啓発

を行う

・訪問型サービスを新たに利用する場合の、利用サービス振り分けルールを作成して事業所に周知

◆他市の状況 （Ｈ30.10 中核市調査 54市中50市回答）



Ⅰ 従前相当サービスからサービスＡへの移行を促進する仕組みづくり

サービスの利用対象者の状態像を明確化するとともに、振り分け基準を設定

Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへ事業者参入促進の観点からの単価設定

従前相当サービスの単価設定を、１月当たりの包括単価から、１回当たりの単価に変更

利用者振り分けに伴うサービスAの加算・減算の検討

Ⅲ サービスＡの事業所指定に係る緩和方策

指定申請手続きの簡素化、負担軽減

人員基準の緩和

４ 新しい総合事業の見直しの内容

13

◆見直しのポイント

◆見直しの内容

Ⅰ 従前相当サービスからサービスＡへの移行を促進する仕組みづくり

従前相当サービスとサービスＡの違いの明確化

ケアマネジメントの際に、利用者の状態像により利用サービスを振り分ける

Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへの事業者参入促進の観点からの単価設定

Ⅲ サービスＡの事業所指定に係る緩和方策



①従前相当サービス ②サービスA ③サービスB ④サービスC

サービス
内容等

身体介護 ×

生活援助 生活援助

サービス
利用対象者

▼基準による振り分け
(身体介護中心)

▼基準による振り分け
(生活援助中心)

単価設定の
考え方

★１回当たり １回当たり

(単価については検討中) (単価については検討中)

４ 新しい総合事業の見直しの内容
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①従前相当サービス ②サービスA ③サービスB ④サービスC

サービス
内容等

身体介護 × × 専門職による居宅
での相談指導等生活援助 生活援助 生活援助

サービス
利用対象者

ケアマネジメントによる
振り分け

ケアマネジメントによる
振り分け

ケアマネジメントによる
振り分け

ケアマネジメントによる
振り分け

単価設定の
考え方

１月当たり １回当たり １回当たり １回当たり

国が示す単価 市独自単価 サービス提供団体が設定 市独自単価

変更なし

＜変更案＞

＜現在＞

◆サービスＡへの移行促進及び単価設定について （訪問型サービス）

●サービス利用対象者及び単価設定の考え方

▼身体介護を中心とするサービス利用対象者の振り分け基準を設定
★従前相当サービスの単価設定：１月当たりの包括単価⇒１回当たりの単価



４ 新しい総合事業の見直しの内容
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◆サービスＡへの移行促進及び単価設定について （訪問型サービス）

▼利用者の振り分け基準

身体介護を利用する人

状態像の目安

①入浴や排せつ等、

身体介護が必要な方

②日常生活に支障をきた

すような認知症の症
状・行動や意思疎通の
困難さがみられる方

③精神疾患等の疾病が

あり、ヘルパーの交代
が病状等の悪化につな
がる恐れのある方

④その他、一時的に身体

介護が必要な方等

判断基準

認定調査結果の「障害高
齢者の自立度」の
ランクが「Ａ２」以上

認定調査結果の「認知症
高齢者の自立度」のラン
クが「Ⅱａ」以上

主治医意見書等により、
疾病の記載が確認できる
こと

退院直後や骨折の治療中
等の方
※利用期間は、最大３か

月を上限に治癒するま
での期間とする

※事業対象者は、担当介護支援専門員(ケアマネジャー)が、状態像の目安に基づきアセスメントする。

・「障害高齢者の自立度」…いわゆる「寝たきり度」で、高齢者の日常生活自立度の程度を表すもの
A２：屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出しない

外出の頻度が少なく日中も寝たり起きたりの生活をしている

・「認知症高齢者の自立度」…高齢者の認知症の程度を踏まえた日常生活自立度の程度を表すもの
Ⅱa：日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば

自立できる 家庭外で前記の状態がみられる

いずれも、介護保険制度の要介護認定において、認定調査や主治医意見書でこの指標を用いている
ランクについての詳細は、21ページに記載



①従前相当サービス ②サービスA ③サービスB ④サービスC

サービス
内容等

通所介護と同様
ミニデイ等

(提供時間の目安は検討中)

サービス
利用対象者

▼基準による振り分け ▼基準による振り分け

単価設定の
考え方

★１回当たり １回当たり

(単価については検討中) (単価については検討中)

４ 新しい総合事業の見直しの内容
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①従前相当サービス ②サービスA ③サービスB ④サービスC

サービス
内容等

通所介護と同様
ミニデイ等

（３時間程度）
自主的な通いの場

生活機能改善
（６か月間）

サービス
利用対象者

ケアマネジメントによる
振り分け

ケアマネジメントによる
振り分け

ケアマネジメントによる
振り分け

ケアマネジメントによる
振り分け

単価設定の
考え方

１月当たり １回当たり １回当たり １回当たり

国が示す単価 市独自単価 サービス提供団体が設定 市独自単価

変更なし

＜変更案＞

＜現在＞

◆サービスＡへの移行促進及び単価設定について（通所型サービス）

●サービス利用対象者及び単価設定の考え方

▼従前相当サービスの利用対象者の振り分け基準を設定
★従前相当サービスの単価設定：１月当たりの包括単価⇒１回当たりの単価



４ 新しい総合事業の見直しの内容
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◆サービスＡへの移行促進及び単価設定について（通所型サービス）

※事業対象者は、担当介護支援専門員(ケアマネジャー)が、状態像の目安に基づきアセスメントする。

従前相当サービスを利用する人

状態像の目安

①疾病により歩行に支障

があり、送迎がないと
サービスが利用できな
い方

②日常生活に支障をきた

すような認知症の症
状・行動や意思疎通の
困難さが多少みられる
方

③精神疾患等の疾病が

あり、環境の変化が病
状等の悪化につながる
恐れのある方

④通所サービスの利用に

あたり、日常生活動作
のうち、「入浴」「更
衣」「排せつ」のいず
れかにおいて見守り等
が必要な方

判断基準

認定調査結果の「障害高
齢者の自立度」の
ランクが「Ａ２」以上

認定調査結果の「認知症
高齢者の自立度」のラン
クが「Ⅱａ」以上

主治医意見書等により、
疾病の記載が確認できる
こと

認定調査結果の下記項目
の結果がいずれかに該当
していること

・「洗身」が
「一部介助」以上

・「排尿・排便」が
「見守り等」以上

・「上着の着脱・ズボン
等の着脱」が

「見守り等」

▼利用者の振り分け基準



４ 新しい総合事業の見直しの内容
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◆利用者振り分けに伴うサービスAの加算・減算の検討

利用者のサービスAへの移行を円滑に行うため、サービスAへの事業者の参入を促進する

観点から、現在の加算に加えて、一部の加算を、サービスAに時限的に追加することを検討

実施時期(案)：2019年10月～2021年3月末

●指定申請手続きの簡素化、負担軽減

既に訪問介護・通所介護等の指定を受けている事業所を対象に、サービスAの指定申請の際

の添付資料の一部省略、申請手数料の負担軽減の時限的実施について検討

実施時期(案)：2019年4月1日申請分～2020年8月末

◆サービスＡの事業所指定に係る緩和方策

●人員基準の緩和 （訪問型サービス）

訪問介護等と訪問型サービスAとの一体的運用を可能とする

実施時期(案)：2019年4月1日～

※通所介護等と通所型サービスAとの一体的運用については、平成30年4月から可能としている



４ 新しい総合事業の見直しの内容
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◆見直しによる事業費の推移

見直しにより、事業費は2020年度以降、国が定める上限額以内におさまるものと見込ん

でいる



４ 新しい総合事業の見直しの内容
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◆今後のスケジュール

2018年度 2019年度

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

チラシ等による新規利用
者、ケアマネジャーへの
周知徹底

サービスAの指定申請
手続きに係る負担軽減

振り分け基準を使用した
ケアマネジメントの実施

単価改定

事業所説明会
(訪問、通所、居宅)

新規利用者 更新利用者は１年かけて順次運用
(2020年10月～全面運用)

単価改定(時限的な加算追加は2021年3月末まで)

平成31(2019)年4月1日～2020年8月31日までに、対象事業所がサービスAの
指定申請を提出した場合、添付書類の省略及び指定申請手数料の免除

第2回(集団指導) （予定）



ランク 判断基準 見られる症状・行動の例

Ⅰ
何らかの認知症を有するが、日常生
活は家庭内及び社会的にほぼ自立し
ている

Ⅱ

日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが多少
見られても、誰かが注意していれば
自立できる

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる
たびたび道に迷うとか、買物や事務、
金銭管理などそれまでできたことに
ミスが目立つ等

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる
服薬管理ができない、電話の応対や
訪問者との対応など一人で留守番が
できない等

Ⅲ
日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが見ら
れ、介護を必要とする

Ⅲa
日中を中心として上記Ⅲの状態が見
られる

着替え、食事、排便、排尿が上手に
できない、時間がかかる。
やたらに物を口に入れる、物を拾い
集める、徘徊、失禁、大声・奇声を
あげる、火の不始末、不潔行為、性
的異常行為等

Ⅲb
夜間を中心として上記Ⅲの状態が見
られる

ランクⅢａに同じ

Ⅳ
日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが頻繁
に見られ、常に介護を必要とする

ランクⅢに同じ

Ｍ
著しい精神症状や問題行動あるいは
重篤な身体疾患が見られ、専門医療
を必要とする

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等
の精神症状や精神症状に起因する問
題行動が継続する状態等

【参考】 障害高齢者の自立度、認知症高齢者の自立度
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◆障害高齢者の日常生活自立度 ◆認知症高齢者の日常生活自立度

ランク 状態

生
活
自
立

Ｊ
何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立して
おり独力で外出する

1 交通機関等を利用して外出する

2 隣近所へなら外出する

準
寝
た
き
り

Ａ
屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外
出しない

1
介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて
生活する

2
外出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活を
している

寝
た
き
り

Ｂ
屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上
での生活が主体であるが、座位を保つ

1 車いすに移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う

2 介助により車いすに移乗する

Ｃ
1 日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替において
介助を要する

1 自力で寝返りをうつ

2 自力では寝返りもうてない


